令和８年度大阪府内人工芝流出対策の普及状況及び流出抑制対策に関する調査等業務
１　委託業務名
大阪府内人工芝流出対策の普及状況及び流出抑制対策に関する調査等業務

２　目的
海洋プラスチックごみ問題については、G20大阪サミットにおいて、2050 年までに海洋プラスチックごみによる新たな汚染をゼロとする「大阪ブルー・オーシャン・ビジョン」が各国で共有されるとともに、2023年４月に開催された先進７カ国（Ｇ７）気候・エネルギー・環境相会合においては、これを10年前倒し、2040年までに追加的なプラスチック汚染をゼロにする野心に合意した。
大阪府では、2019年１月に大阪市とともに「おおさかプラスチックごみゼロ宣言」を行い、G20大阪サミットでは「大阪ブルー・オーシャン・ビジョン」が共有されたことから、海洋プラスチックごみの流出対策やプラスチックの資源循環の推進などに取り組んでいる。また、これらの取組をさらに加速するため、「おおさかプラスチック対策推進プラットフォーム」を2021年８月に設置し、専門的知識を有する学識経験者や事業者団体、事業者、NPOなど幅広い関係者の連携により、プラスチックごみの排出抑制や流出対策等について具体的な対策の検討や効果検証等を行うとともに、効果的な取組を広く共有・発信している。さらに、マイクロプラスチック対策として、2022年度には府内の人工芝グラウンドにおける流出実態を把握して流出対策を調査し、府内の人工芝施設における流出抑制・対策に関するガイドラインを策定した。
本業務は、当該ガイドラインの策定後の府内の人工芝施設における流出対策の実施状況を把握するとともに、府内人工芝施設を対象としたアンケート調査を行い、府内の人工芝排出量を推計する。また、既存の調査や文献等を踏まえ、人工芝を含むマイクロプラスチックの排出量推計手法及び効果的な対策手法の調査を実施し、今後のマイクロプラスチック流出対策の推進に資することを目的とする。

３　契約期間
契約締結の日から令和9年3月19日（金）まで

４　委託業務の内容
４－１　府内人工芝施設の実態把握調査（アンケート調査）
大阪府域における人工芝施設の流出対策実施状況を把握するため、以下の（１）～（３）の調査を実施する。

（１）調査対象施設一覧の作成
発注者が2022年度に調査した、府内の人工芝（ロングパイル人工芝及び砂入り人工芝を含む）のグラウンド等の565施設以外に新設された人工芝施設を調査し、府内の調査対象施設の一覧リスト（施設名、所在地、施設種別、管理者・所有者等）を作成する。なお、発注者が保有する施設情報については、受注者に提供する。

（２）アンケート調査の実施
（１）で作成した一覧リストをもとに、施設管理者・所有者を対象に、以下の調査項目についてアンケート調査を実施する。なお、調査項目は発注者と協議の上で決定し、受注者が入手困難な施設管理者等の連絡先については、発注者より提供する。
アンケートは、Webフォーム（GoogleまたはMicrosoft等のツール活用）により実施し、Webフォームから回答できない施設には電子メールで配布して回収する。
必要に応じて関係団体等と連携し、メールや電話等により個別に依頼してアンケートを周知するとともに、未回答施設へはフォローアップを適宜実施して回答を促し、回収率が50％以上となるよう努めること。

　【調査項目】
· 施設の概要（施設種別、施工年、人工芝の種類・面積、利用者の使用頻度等）
· 施設管理者等の認知度（海洋プラ問題、人工芝とマイクロプラとの関連等）
· 人工芝の仕様（メーカー・製品名、パイル長、充填材（ゴムチップ・目砂等）の種類）　　※施設管理者等が把握している内容を確認すること。
· 人工芝等のメンテナンスの方法・頻度（芝片・ゴムチップ等を回収している場合は、その回収量・回収頻度、回収物の処理方法を含む。）
· 人工芝の張替え・部分補修の実施履歴及び今後の予定
· 充填材の追加充填（補充）の有無・頻度・量
· 施設内外への芝片・充填材の飛散・流出状況及び排水溝・側溝等における滞留状況
· 流出抑制対策の実施状況と内容（対策手法、設置設備、効果検証（回収量調査）等）
※対策を実施していない場合は理由も確認すること。
　施設管理者等が保有している人工芝の劣化状況や対策設備の写真も確認すること。
· 「大阪府内の人工芝施設におけるマイクロプラスチック流出抑制に関するガイドライン Ver.1.0」の認知状況及び活用状況（活用していない場合はその理由を含む。）
· 対策実施上の課題・今後の意向
· その他（発注者と協議の上、必要に応じて追加）
（３）アンケートの取りまとめ・集計・分析
（２）で回収したアンケート結果を図式（グラフ・表）を用いて集計・分析し、人工芝グラウンド施設関係者における海洋プラスチック問題の認知状況、人工芝の設置・維持管理状況、流出対策の実施状況、ガイドラインの活用状況、対策実施上の課題等を整理する。

４－２　マイクロプラスチック排出量推計及び対策手法の検討
（１）府域での人工芝マイクロプラスチックの排出量推計
　文献調査、４－１のアンケート結果等により、人工芝の種類や使用年数、使用頻度を考慮した府域での人工芝マイクロプラスチック（パイル及び充填材（ゴムチップ）の両者）の排出量を推計する。なお、推計にあたっては、2022年度に発注者が調査した推計手法、環境省インベントリの推計手法及び各種文献等を参考に、以下のとおり算出する。
【排出量推計方法】
人工芝の流出原単位は、人工芝の種類（ロングパイル、ショートパイル(砂入り)）・使用年数別・使用頻度別・対策実施の有無別に単位面積あたりの損耗量又は場内滞留量を設定することとし、４－１のアンケートで把握する人工芝の仕様、張替え・補修の履歴、充填材の補充実績、対策設備による対策効果等のデータを活用し、その妥当性を確認して必要に応じて補正すること。　
府域の排出量は、設定した流出原単位を用いて、４－１のアンケートで把握した府内各施設の属性及び面積等から推計する。なお、属性等の組み合わせが多い場合は、発注者と協議の上、複数の属性等をグループ化して流出原単位を設定すること。
　
[bookmark: _Hlk239551291]（２）種類別マイクロプラスチック排出量推計手法及び対策手法の調査
　「おおさかプラスチック対策推進プラットフォーム」におけるこれまでの取組、環境省「マイクロプラスチック・スマート懇話会」等における検討状況、国内外の文献等を踏まえ、人工芝を含むマイクロプラスチックについて、排出量推計手法及び効果的な対策手法の調査を行う。
調査対象は、人工芝、タイヤ摩耗粉塵、被覆肥料、繊維等の主な発生源とし、流出実態を調査するとともに、各発生源における排出量推計手法及び国、自治体及び業界団体等における対策事例について調査する。
また、対策事例については、生分解性プラスチックへの代替についても、代替製品の開発状況や活用状況等を調査すること。

４－３　おおさかプラスチック対策推進プラットフォーム会議における発表
　本委託業務の計画、進捗あるいは結果に関する説明資料を作成し、令和８年度中に２回開催するおおさかプラスチック対策推進プラットフォーム会議において発表すること。作成にあたっては、発注者と協議のうえ進めること。開催日は発注者が受注者と協議のうえ決定する。
なお、会場参加（〒559-8555  大阪市住之江区南港北1-14-16 大阪府咲洲庁舎内会議室）およびオンライン参加のいずれも可とする。
【参考】大阪府「おおさかプラスチック対策推進プラットフォーム」
https://www.pref.osaka.lg.jp/o120020/eneseisaku/kaiyoplastic/osaka_pla_platform.html

５　調査結果の報告
　　調査結果の取りまとめについては次のとおりとする。

５－１　納品物（成果品）
令和９年３月19日までに、以下に記載する納品物を提出すること。
（１）報告書
４の各業務の実施結果を踏まえ、大阪府内における人工芝流出対策の普及状況及び流出抑制対策に関する調査報告書を作成する。報告書には「大阪府内の人工芝施設におけるマイクロプラスチック流出抑制に関するガイドライン Ver.1.0」の更新に向けて、以下の事項を取りまとめるものとする。
· 府内人工芝施設の流出対策の普及状況（アンケート調査の集計・分析結果）
· 「大阪府内の人工芝施設におけるマイクロプラスチック流出抑制に関するガイドライン Ver.1.0」の認知度・活用状況の分析及び普及に向けた課題の整理
· 府域での人工芝由来のマイクロプラスチックの排出実態推計結果
· マイクロプラスチックの排出量推計手法及び効果的な対策手法に関する調査・検討結果
· 施設管理者が抱える対策上の課題及び必要な支援に関する整理
· 調査結果を踏まえた今後の流出抑制対策の普及拡大に向けた提言

（２）府内人工芝施設の一覧リスト

（３）アンケート調査結果の集計データ（図式含む）

５－２　納品形式
　電子ファイルで提出すること。（Microsoft社Word、Excel又はPower Point形式）

５－３　納品場所
大阪府 環境農林水産部脱炭素エネルギー政策課　戦略企画グループ
〒559-8555 大阪府大阪市住之江区南港北１－14－16 大阪府庁咲洲庁舎22 階
電話番号：06-6210-9319

６　その他
・本業務の遂行に際して必要な手続については、受注者が適切に実施すること。
・業務の進行にあたっては、府と十分協議して実施するとともに、定期的に進捗状況を報告すること。
・調査、分析、報告の一連の作業を一貫して把握し、常に総合的な判断・報告ができるような体制を保持すること。
・受注者は、本業務の履行において知りえた情報を第三者に知らせてはならない。また、本業務以外の目的に使用してはならない。業務終了後においても同様とする。また、本業務により取り扱う情報・資料等及び制作物の取扱いについて、漏えい、滅失、毀損及び改ざん防止のため適正な管理をしなければならない。業務上やむを得ず複写、複製の必要があるときは最小限とし、使用後は廃棄しなければならない。
・成果品に係る使用権及び著作権その他一切の権利は、府に帰属するものとし、成果品は、府が自由に加工・配布等行うことができる。
・受注者は、「個人情報取扱特記事項」を遵守のうえ、本業務の遂行上知り得た情報を他人に漏らしてはならない。
・受注者は、本仕様書のほか、関係法令等を遵守すること。
・本業務の一部を再委託する場合は、あらかじめ再委託の相手方、再委託する業務の範囲及び理由等について書面により発注者に申請し、その承認を得ること。なお、本業務の全部又は主たる部分を再委託してはならない。
・本仕様書に基づく作業に当たっては、周辺環境に悪影響を及ぼさないように配慮すること。
・業務実施に際して使用するコピー用紙等は、大阪府グリーン調達方針の判断基準を満たすものを使用するよう努め、報告書は可能な限り両面印刷とすること。
・試料採取や検体・成果品等の納入時に自動車を使用する場合は、自動車から排出される窒素酸化物及び粒子状物質の特定地域における総量の削減等に関する特別措置法に基づく車種規制の適合車の使用に努めること。
・本仕様書の内容に疑義が生じた場合あるいは本仕様書に定めのない事項については、その都度、府と協議の上、実施すること。

